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１ー（１） 関係条文等

○海上運送法（昭和24年６月１日法律第187号）（抄）

（日本船舶・船員確保基本方針）
第34条 国土交通大臣は、安定的な海上輸送の確保を図るために必要な日本船舶（船舶法（明治三十二年法律第四十六号）第一条に規定

する日本船舶をいう。以下同じ。）の確保並びにこれに乗り組む船員の育成及び確保（これらに関連して実施される措置であつて、第三十
九条の五第七項に規定する準日本船舶の確保、これに乗り組む船員の育成及び確保その他の国土交通省令で定めるものを含む。以下
「日本船舶及び船員の確保」という。）に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な方針（以下「日本船舶・船員確保基
本方針」という。）を定めるものとする。

２～４ （略）
５ 国土交通大臣は、日本船舶・船員確保基本方針を定め、又はこれを変更しようとするときは、交通政策審議会の意見を聴くものとする。
６ （略）

○日本船舶及び船員の確保に関する基本方針（平成30年２月16日国土交通省告示第186号）（抄）

１．日本船舶及び船員の確保の意義及び目標に関する事項
（２）日本船舶及び船員の確保の目標
① 安定的な国際海上輸送を確保するためには、平成19年12月の交通政策審議会答申において、外航日本船舶及び外航日本人船員の必

要規模を試算したところ、外航日本船舶は約450隻、外航日本人船員は約5,500人とされた。一方、外航日本船舶及び外航日本人船員の

現状規模を踏まえれば、これらの必要規模を短期間で達成することは困難であることから、当面の取組みとして、外航日本船舶の隻数を平
成20年度からの９年間で3.2倍に、外航日本人船員の人数を10年間で1.5倍に増加させることを目標として取り組んできたところ、外航日本
船舶の隻数については平成30年度からの５年間で1.2倍に、外航日本人船員の人数については10年間で1.5倍に増加させることを目標と
する。

② 内航船員の年齢構成において、60歳以上の割合は増加する傾向にある一方で、若年船員の確保に向けた官民の取組みの効果もあり、

若年船員の割合も徐々に増加がみられるところである。このような動向を踏まえ、今後とも、船員教育体制の見直し、魅力ある職場づくり等
による船員の就業・定着の推進、働き方改革による生産性向上等の取組みを図ることにより、安定的・効果的な船員の確保・育成の実現を
図ることを目標とする。

６．日本船舶及び船員の確保に関する施策の評価の実施
安定的な海上輸送を継続的に確保していくためには、国際的な競争条件の均衡化を図ることに加え、日本船舶及び船員の確保を図ること

が重要であることに鑑み、２.に掲げる諸施策の効果を検証するとともに、今後も諸外国の動向等を踏まえ、我が国における施策の充実・強
化の是非を不断に検討する必要がある。

このため、毎年度、施策の実施状況について交通政策審議会海事分科会に報告することとする。また、日本船舶及び船員の確保の施策
の効果について適当な時期において評価することとし、必要があると認めるときは、今般の新たな制度的枠組みについて検討を加え、必要
な措置を講ずるものとする。
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１－（２） 日本船舶・船員確保計画の認定制度の概要

日本船舶及び船員の確保に関する基本方針の策定（国土交通大臣）
（平成30年国土交通省告示第186号）

日本船舶・船員確保計画の認定制度の概要

日本船舶・船員確保計画の作成（船舶運航事業者等）

日本船舶・船員確保計画の認定（国土交通大臣）
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２－（１） トン数標準税制の概要

準日本船舶の概要

航海命令※が発せられた場合に、迅速に日本船舶となる
こと可能な外国船舶

※海上運送法第２６条第１項 国土交通大臣は、航海が災害の救
助その他公共の安全の維持のため必要であり、かつ、自発的に
当該航海を行う者がない場合又は著しく不足する場合に限り、
船舶運航事業者に対し航路、船舶又は運送すべき人若しくは物
を指定して航海を命ずることができる。

みなし
利 益

黒字が多い年でもみなし利益に課税

黒字が少ないか、赤字の年でもみ
なし利益に課税

トン数標準税制の適用を受けると
日本船舶等に係る海運業の利益

年度ごとの
実際の利益

トン数標準税制（平成21年度適用開始）の概要

外航船舶運航事業者が、「日本船舶・船員確保計
画」を作成し、国土交通大臣の認定を受けた場合、
日本船舶等に係る利益についてみなし利益課税を
適用。

利益の変動が激しい外航船舶運航事業者にとっ
て、毎年の納税額が予見可能となり、船舶投資
（※）を安定的・計画的に行うことが可能。
※一隻当たり数十億円から数百億円

平成25年度から、日本船舶に加えて準日本船舶
も対象に追加。平成29年4月には、準日本船舶の
対象の拡大等を内容とする「海上運送法及び船
員法の一部を改正する法律」が成立。

我が国経済活動を支える国際海上輸送の安定化を通
じて、経済安全保障を確立。

平成29年度までの準日本船舶

外航船舶運航事業者が実質的に保有する外国船舶

平成30年度以降対象となる準日本船舶

本邦船主が実質的に保有する外国船舶

認定事業者の
海外子会社保有船

外国船主の保有船

H21FY～
対象範囲

H30FY～
対象拡充

本邦船主の
海外子会社保有船

日本船舶

H25FY～
対象拡充

日本船舶及び準
日本船舶により、

経済安全保障を
早期に確立



○ 令和4年3月時点における認定事業者は計７社
：旭海運、飯野海運、ＮＳユナイテッド海運、ENEOSオーシャン、川崎汽船、商船三井及び日本郵船

日本船舶・船員確保計画の認定状況

日本船舶・船員確保計画のこれまでの実績

＜認定事業者の変遷＞
平成21年3月に10社、平成22年2月に1社それぞれ認定
平成22年10月：認定事業者同士の合併【新和海運／日鉄海運→ＮＳユナイテッド海運】
平成24年4月 ：日正汽船（認定事業者）が雄洋海運と合併し商号変更【ＪＸ日鉱日石シッピング】
平成25年4月 ：三光汽船が認定取消
平成26年2月 ：ＪＸ日鉱日石タンカーを認定
平成26年3月 ：旭タンカーが撤退
平成26年4月 ：認定事業者同士の合併【ＪＸ日鉱日石タンカー／ＪＸ日鉱日石シッピング→ＪＸオーシャン】
平成29年3月 ：第一中央汽船が認定取消
平成30年3月 ：第2次認定事業者7社のうち6社の第3次計画を認定
平成31年3月 ：第2次認定事業者7社のうち1社の第3次計画を認定

項目
第１次計画

開始時

第１次計画（平成21年度～平成25年度） 第２次計画（平成26年度～平成29年度）
第３次計画

（平成30年度～令和4年度）

第１期実績
（平成21年度）

第２期実績
（平成22年度）

第３期実績
（平成23年度）

第４期実績
（平成24年度）

第５期実績
（平成25年度）

第１期実績
（平成26年度）

第２期実績
（平成27年度）

第３期実績
（平成28年度）

第４期実績
（平成29年度）

第１期実績
（平成30年度）

第２期実績
（令和元年度）

第３期実績
（令和２年度）

第４期実績
（令和３年度）

増減
（第１次計画開始
時→第３次計画

第４期実績）

外航日本船舶
の確保計画の実績

77.4隻 95.4隻 118.9隻 131.8隻 143.0隻 167.0隻 181.6隻 201.1隻 216.2隻 241.3隻 254.9隻 260.0隻 253.0隻 262.6隻 185.2隻

準日本船舶
の確保計画の実績

－ － － － － 27隻 40隻 55隻 69隻 64隻 57隻 52隻 42隻 36隻 －

日本船舶等の合計 － － － － － 194隻 221.6隻 256.1隻 285.2隻 305.3隻 311.9隻 312.0隻 295.0隻 298.6隻 －

外航日本人船員
の確保計画の実績

1,072人 1,103人 1,112人 1,153人 1,194人 1,134人 1,132人 1,146人 1,162人 1,216人 1,248人 1,276人 1,257人 1,267人 195人

日本人海技士
の確保計画の実績

－ － － － － 54人 80人 110人 138人 128人 114人 104人 84人 72人 －

日本人船員等
の合計

－ － － － － 1,188人 1,212人 1,256人 1,300人 1,344人 1,362人 1,380人 1,341人 1,339人 －
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２ー（２） 外航日本船舶及び外航日本人船員の確保状況



３ 内航船員の確保のための取組及び確保状況

日本船舶・船員確保計画

内航海運事業者等が、新人船員の採用及び訓練を行う計画である「日本船舶・船員確保計画」を作成し
た場合に、国土交通大臣による認定を受けることができる。

年度 Ｈ20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 2 3 4

認定
事業
者数

113 182 190 171 177 177 177 197 228 226 238 241 246 248 248 

制度開始時（H20）からの実績

＜日本船舶・船員確保計画の認定事業者数＞
（単位：社）

（単位：人）

＜日本船舶・船員確保計画に基づく船員未経験者の採用状況＞

内航船員の育成及び確保を図り、安定的な国内海上輸送を確保する。

年度 Ｈ20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 2 3 合計

採用
者数

374 367 314 297 425 497 562 639 729 706 740 756 657 667 7,730

認定を受けた日本船舶・船員確保計画に従い、新人船員を雇用して、育成を行う事業者に対して、船員
計画雇用促進助成金等により支援。

内航船員の推移（令和３年１０月現在）
事業効果

71,269 

30,059 27,221 27,848 28,626 

10.8%

51.6% 50.4%
47.1% 44.5%

49.4%

19.1% 20.0%

25.4% 28.3%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

0
10,000
20,000
30,000
40,000
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Ｓ４９ Ｈ１９ Ｈ２４ Ｈ２９ Ｒ３

内航船員数 50歳以上の割合 35歳未満の割合

船員数のピーク（人）
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【参考】船員の確保・育成体制の強化（主な施策）

船員離職者職業転換等給付金 （離職者） 技能訓練事業 （離職者）

優秀な外国人船員の養成・確保を図るため、我が国商船隊
に船員を供給するアジア地域の船員教育機関の教官に対す
る研修を、我が国において実施。

船員の働き方改革に取り組む事業者が、海上運送法に基づく認定を受けた

日本船舶・船員確保計画に従って行う、自発的な新人船員の雇用・育成を支援。

【事業スキーム】

雇用後の育成期間における費用を補助

新人船員認定事業者

社船実習中の様子

内航船員の就業ルートを拡大するため、官民が連携して、一般教育機関出身者が短期間で海技資
格を取得できる養成課程（座学・乗船実習）を構築。この乗船実習のために社船（実習の場）を提供
する協力事業者に対し費用の一部を補助。

一般教育機関出身者 : (甲板) 12万円、(機関) 30万円
船員教育機関(JMETS除く)出身者: (甲板) 4万円、(機関)  8万円

令和５年度予算額：９１百万円

航海科の研修を
受ける教官

機関科の研修を
受ける教官

優秀なアジア人船員の養成・確保 （外航）

外航基幹職員養成事業 （外航）

内航船員就業ルート拡大支援事業 （内航）

船員計画雇用促進事業 （内航）

○ 内航船員の確保・育成
内航船員全体に占める若年船員の割合は近年増加傾向にある一方、依然として５０歳以上の船員が約半数を占めており、今後見込

まれる大量離職に備え、新人船員の計画的な確保・育成を推進する。

○ 外航船員の確保・育成
我が国の経済安全保障の観点から、外航日本人船員の計画的な確保・育成を図るとともに、安全で安定的な海上輸送の確保の観点

から、優秀な外国人船員の養成を推進する。

離職船員の免許・資格のミスマッチを解消し、再就職の促進を
図るため、海技免許、危険物等取扱責任者資格等を取得する
ための訓練実施費用の一部を補助。

離職を余儀なくされた船員に対し、失業等給付の基本手当受給終
了後に給付金の給付を行い、再就職の促進と生活の安定を支
援。

外航船員を目指す若年者に対し、即戦力として求められるキャリア形成を支援するための訓練（乗船前訓練・実務訓練等）を官労使
が連携して実施。ニーズに応じた訓練内容の見直しを行いつつ、国として乗船前訓練費用を補助。

○ 離職者の再就職支援
効率的・安定的な海上輸送の確保や若年世代への技能・知識の伝承を図るため、離職船員の雇用を促進する。
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